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令和2年度長崎市介護保険事業特別会計総括表

款 項

1保

2分担金及び負担金

歳

目

3 使用料及び手数料

険

4国

現計予算額

庫

1国

料

入

2国

支

庫

8.999,226

補正額

出

負

庫

1調

金

112

担

補

2
地域支援介護予防・日常
生活支援総合事業交付金

整

計

1,365

金

11.7部,481

助

3

交

地域支援包括的支援事
業・任意事業交付金

8,999,226

款 項

フ,946,412

付

4
保険者機能強化推進
交 付 金

1総

金

3.840.069

5 介護保険事業費補助金

6.600

Ⅱ2

歳

目

1.365

1総務管理費

2.910,110

5支払基金交付金

6

11,793.081

務

6県

6.600

532,211

フ.946,412

2保

現計予算額

7財

305.339

費

3,846,669

般管理費

3基

出

険

支

8繰

2,910,110

(単位:千円)

91,592

補正額

給

442,614

金

産

1基金積立金

出

付

積

532,211

57,4郭

費

収

13,200

4 地域支援事業費

305,339

般

介護保険財政調整
基金積立金

入

計

816

金

12.110,516

57,4弱

5その他一般会計繰入金

9繰

6,600

42,904,589

金

13,200

5諸

91,592

入

計繰入金

455,814

6.357β79

13,200

1繰

金

6.601

支

70,655

662

越

662

フ,028,967

10 諸

1繰

70,655

816

12,110,516

出

662

866.194

42,904.589

第1号被保険者
還付加算金

越

5,340,614

662

金

866.194

6,357,879

2.922.098

2
第1号被保険者
保険料還付金

金

866,856

越

6,600

441,057

866,194

3償

、

106.349

収

金

866,856

662

6,600

フ.035,567

88,689

106.349

金

866,856

還

6,600

138,896

5,347,214

暑十

88,689

1,005,090

2,922,098

入

金

138.896

28

88,689

447.657

1,005,090

17.631

245,245

1,0船.フ79

2,415

1,005,090

46.376,312

88,690

245,245

1.093.フ79

138,896

1.093,フ79

1,018.290

28

17,631

2,415

227.586

47.394.602

、

計
46.376,312 1,018,290 47.394,602
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款

予算説明書

総務費

1 補正理由

令和3年度に行われる国の制度改正に対応するため、介護保険システムの改修を

今年度内に行う必要がある。

2 経緯

令和3年度に行われる国の制度改正に対応するため、事前に介護保険システムの

改修を行うもの。

<システム改修が必要な主な制度改正事項>

①要介護ミ忍定を受けた者に対する総合事業利用の弾力化

②介護報酬改定

③更新認定有効期限の上限延長

④税制改正対応(保険料)

⑤認定ソフトバージョンアップに伴う項目の道口

⑥介護予防・日常坐舌支援察論事業利用者の基本チェックリストの入力及び送イ言機能の劫口

3 事業内訳

総務管理費

項

一般管理費

目 番号
事業名

1 ・ 1

一般財源

一般管理事

務費

補正額

千円

13,200

介護報酬改定等に伴うシステム改修事業

市町村実施分(一般分)

4

事業内訳

財源内訳

事業費

千円

6,600

※介護保険事業費補助金・一介護報酬改定等に伴うシステム改修事業(都道府県実施分

及ぴ市町村実施分(一般分)) 6,600 千円

千円

13,200

国庫支出金※

千円

6,600

事業予定額

県支出金

財源内訳

千円

その他

千円

13,200

2

千円
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款

3

基金積立金

予算説明害

1 補正理由

令和元年度決算において、剰余金が生じたことから、介護保険財政調整基

金に積み立てるもの。

基金積立金

項

2 内

令和元年度歳入総額(A)

介護保険財

政調整基金

積立金

目

訳

令和元年度歳出総額(B)

歳入歳出差、引額(実質収支額)

償還金※(C)

番号

基金積立額(A)

事業名

区

※償還金(国、県及び支払基金)介護給付費負担金返還金(国)

介護給付費負担金返還金(県)

(国・県返還額合計

支払基金返還金

返還金合計

介護保険財

政調整基金

積立金

分

補正額

( B )

(A )

介護保険財政調整基金現在高の状況

千円

866,194

( C )

( B )

元年度末

基金現在高①

2,140,482,668円

金

3

47,439,923,425円

財源内訳

2年度

基金積立額(予定),②

46,346; 146,0能円

額

積立金

事業費

1,093,フフフ,357円

利子

227,584,152円

866,193,205円

※繰越金

866,193,205円

122,150,833円

16,744,764円

138,895,597円)

88,飴8,5弱円

227 584 152円

千円

866,194

662,000円

2年度基金取崩

見込額③

国庫支出金

866,194 千円

千円

2年度末

基金現在高(予定)

①+②一③

県支出金

0円

財源内訳

3,007,337,873円

千円

その他※

3

千円

866,194

一般財源

千円
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款

5

諸支出金

1 補正理由

令和元年度分の国庫支出金及ぴ県支出金にっいて、保険給付費の実績額が確
定したため、受入額のうち剰余金を返還するもの。

2 内訳

介護給付費負担金(国・県)返還額 138,8鮖,597円

予算説明晝

償還金及び

還付加算金

項 目

3

償還金

款

4 国1章亥:

出金

歳入科目

6!艮支出

金

項

番号

1 国庫

負担金

1 県負

担金

1.1

1 介護給付費

負担金

目

事業名

※確定額の算出根拠[保険給付費]
国、県負担金基本額=給付費総額一市町村特別給付費一第三者納付金等

=41,064,089,333円 7171,0刀,900円一5,194,969円
=40,8釘,816,464円

(内訳施設等分:11,681,182,491円、その他分:29,206,633,973円)

令和元年度決算額X国、県負担金の負担割合

1 介護給付費

負担金

国庫支出金等

過年度分返還金

交付額

A

計

フ,715,655,000

補正額

5,711,780,945

.

13,427,435,945

確定額※

日

① 7,593,504,167

千円

゛

138,896

①

② 5,695,036,181

介護給付費負担金

フ,593,504,167円

②

差引返還額

A-B

13,288,540,348

保険給付費の財源構成

介護給付費負担金

5,695,036,181円

ー、

国'

施設等分15%
その他分20%

122,150,833

16,744,764

3

施設等分

その他分

(単位、:円)

138,895,597

財源内訳

理

保険給付費が見込みを下
回ったことによるもの。

財政調整
交付金

5%相当

施設等分

その他分

事業費

由

'.

11,6別,182,491円 X

29,206,633,973円X

県、、
施設等分
17.5g6

その他分
12.596

千円

138,896

※繰越金 138,的6千円

11,6剖,182,491円X 17.5%= 2,044,206,935円

29,206,633,973円X 12.5%= 3,650,829,246円

千円

国庫支出金

市

12.5%

15%= 1,752,17フ,373円

20%= 5,841,326,7叫円

千円

支払基金交付金
(第 2号被保険者保険料)

27%

県支出金

財源内訳

千円

第1号被保険者
保険料
23%

その他※

4

千円

138,896

一般財源

〆

合

国
庫
支
出
金

県
支
出
金



'

'

付の

種

居宅介護サービス

別

特例居宅介護サービス

地域密着型介護サービス

ぴ

特例地域密着型介護サービス

施設介護サービス

ビ

の比

特例施設介護サービス

福祉用具購入

住宅改修

令和元年度
予算現額

居宅介護サービス計画

特例居宅介護サービス計画

16,548,929,811

介護予防サービス

特例介護予防サービス

9,815,564,052

令和元年度
決算額

地域密着型介護予防サービス

ノ

1,000

13,327,000

特例地城密着型介護予防サービス

9,796,583,000

計

福祉用具購入

、

16,164,033,590

住宅改修

62,224,000

介護予防サービス計画

1,000

"3,006,000

9,283,245,245

特例介護予防サービス計画

額介護
ービス等

2,391,574,000

平成30年度
決算額,

(単位:円)

11,288,伯3

0

9,737β63,530

38,741,210,863

高額介護サ

額医療
算介護
ビス等

1,000

15β21,930,522

高額介護予防サ

859,581,392

60β13,982

審

106,144,893

計

高額医療合算介護サービス

9,066,673,473

0

65,206,000

2,299,763,590

1,000

市町村特別給付(移送支援サービス)

高額医療合算介護予防サービス

i

査

12,193,789

0

9,555,274,832

37,663,153,023

ビス

23,456,000

特定入所者
介護サービス
等

1,000

支

計

76,968,000

ヒス

859,581β92

0

150,787,145

払

0

62,586,026

゛

特定入所者介護サービス

109.091,524

1,176,001,537

0

手

計

58β91,001

2,282,809,752

特例特定入所者介護サービス

1,000

特定入所者介護予防サービス

0

637,088,099

数

36,910,559,918

特例特定入所者介護予防サービ
ス

18,171,350

1,680,000

総

料

71,182,828

0

638,7舶,099

801,278,753

150,787,145

0

95,034,531

1,158,613,716

63,032β52

4卵,970

95,490,501

637,018,492

0

計

0

50,926,000

18,122,600

計

190,536,000

404,850

73,469,003

637,423,342

0

1,336,346,000

142,358,660

'

93,160,967

1,098,261,868

1,000

335,044

1,411,000

93,496,011

585,540,522

0

1,337,759,000

48,737,994

42,230,6能,000

1,000

171,07フ,900

452,294

585,992,816

1,290,421,676

15,880,655

5

1,165,671

35,286

15,915.941

0

1,291,587,347

50.520β34

41,064,089,333

176,264,900

1,289,967,526

0

1,517,790

0

1,291,485,316

40,129,001,593

元

介
護
サ

合
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等
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